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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注)  1.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2.第34期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は 

 存在しますが１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第35期
第１四半期連結 
累計(会計)期間

第34期

会計期間
自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日

自 平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成21年７月１日
至  平成22年６月30日

売上高 (千円) 735,951 884,845 3,964,244 

経常利益又は経常損失
（△） 

(千円) △ 68,726 57,824 278,899 

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△） 

(千円) △ 53,147 26,757 123,940 

純資産額 (千円) 2,922,261 3,117,100 3,122,382 

総資産額 (千円) 3,522,760 3,746,251 3,832,137 

１株当たり純資産額 (円) 20,710.00 21,867.98 21,942.43 

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は１株
当たり四半期純損失金
額（△） 

(円) △ 379.28 189.79 882.87 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) － 185.93 868.51 

自己資本比率 (％) 82.5 82.3 80.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 148,020 △14,336 419,486 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 7,474 △557,587 △ 42,424

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 29,594 △29,054 △ 20,563

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 1,653,168 1,588,534 2,193,802 

従業員数 (名) 186 156 161 
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当第１四半期連結会計期間おいて、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて 

いる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

当第１四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。 

 
(注) １ 有価証券報告書提出会社であります。 

       ２ 平成22年７月８日付で、当社の親会社である株式会社インターネット総合研究所が同社の所有する当社株 

      式85,272株の全てを同社親会社であるオリックス株式会社へ譲渡したことによりオリックス株式会社が単 

      独の親会社となりました。株式会社インターネット総合研究所は当社の親会社に該当しないこととなりま 

           した。 

    ３ 当第１四半期会計期間末日現在の株主名簿の記載内容が把握できないため、直前の基準日（平成22年６月 

      30日）以降に受領した大量保有報告書に基づいて記載しております。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
  (注) 1  従業員数は就業人員であります。   

       2 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
 (注) 1 従業員数は就業人員であります。 

      2 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

名称 所在地
資本金
(百万円)

事業内容
議決権の被所有 

割合(％)
関係内容

(親会社) 
オリックス株式会社 

(注1) (注2)
東京都港区 143,946 

金融・リース・レン
タル・不動産

60.5 
(注3)

役員の兼任 
１名

(親会社でなくなった会社)
株式会社インターネット総合研究

所(注2)
東京都目黒区 9,465 

IPネットワーク
事業

－
役員の兼任

１名

４ 【従業員の状況】

 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 156〔66〕

 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 81〔50〕
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  金額は、製造原価によっております。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３ 前第１四半期連結会計期間のオリックス自動車(株)については、当該割合が100分の10未満のため記載を 

           省略しております。 

  

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

電子機器事業 396,133 26.2 

モバイル・ユビキタス事業 289,765 △3.5

合計 685,898 11.7 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

電子機器事業 438,557 41.3 354,684 57.8 

モバイル・ユビキタス事業 606,341 166.1 490,493 144.3 

合計 1,044,898 94.1 845,177 98.6 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

電子機器事業 502,669 59.6 

モバイル・ユビキタス事業 382,176 △9.2

合計 884,845 20.2 

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日立オムロンターミナル
ソリューションズ㈱ 202,966 27.6 282,308 31.9 

ソフトバンクモバイル㈱ 148,078 20.1 137,220 15.5 

オリックス自動車㈱ － － 121,720 13.8 

２ 【事業等のリスク】
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当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

 文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。  

  
(1)経営成績の分析  

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の需要拡大などにより緩やかな景気回復傾向

であるものの、円高の影響や欧州諸国の財政危機に端を発する世界経済の下振れ懸念などにより、依然と

して先行き不透明な状況が続いております。当社グループの関連市場においても企業収益の完全な回復に

は至らず、設備投資抑制は続き、需要回復の遅れや価格低下圧力が強まる等、全般的に厳しい事業環境と

なりました。このような状況の中で、既存事業の落ち込みをカバーすべく、前連結会計年度に引き続きグ

ループ全体によるローコストオペレーション体制を維持すると共に、事業効率化とコスト削減などの諸施

策に取り組んでまいりました。  

 また、事業構造の変革として、受託開発事業中心の構造から顧客先企業の状況に影響を受けにくい自社

製品と自社サービス提供型事業へと移行すべく、UBITEQ-G-SERVER・UBITEQ-G-PILOTや車載システムを中

心とした「自然に出来てしまう、やりたくなる省エネ」を実現する「UBITEQ BE GREEN SOLUTION」を中心

に自社製品・サービス開発及び販売を進めています。  

 この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は884百万円（前年同四半期比20.2％増加）、

営業利益は65百万円（前年同四半期は営業損失67百万円）、経常利益は57百万円（前年同四半期は経常損

失68百万円）、第１四半期純利益は26百万円（前年同四半期は四半期純損失53百万円）となりました。 

  
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

電子機器事業  

 電子機器事業は、紙幣鑑別ユニット等のセンシングモジュールの需要回復や自社開発製品であるオリッ

クス自動車㈱向けの車載機事業が好調に推移したことにより、売上・利益の前年同期比増加に寄与してお

ります。また、業務全体を見直しながら関係協力会社にもご協力頂き、仕入れコストや外部委託費用につ

いての削減も継続して進めてまいりました。  

 この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は502百万円（前年同四半期比59.6%増加）、営業利益は

120百万円（前年同四半期は営業損失28百万円）となりました。 

  
モバイル・ユビキタス事業  

モバイル・ユビキタス事業は、IPネットワーク事業の業務委託や独立行政法人情報処理推進機構

（IPA）の委託調査などの売上が前年同期比で増加いたしました。また、パナソニック電工㈱や省エネソ

リューション関連の受注活動は順調だったものの、売上計上時期は第2四半期以降を予定しております。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は382百万円（前年同四半期比9.2%減少）、営業利益は

33百万円（前年同四半期比27.6%減少）となりました。なお、省エネソリューションについては更なる事

業拡大のため、今後も拡販のためのチャネル開拓を推進し、また追加機能開発やマーケティングにも引き

続き積極投資していきます。 

  

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 (2)財政状態の分析  

 （資産の状況）  

     当第１四半期連結会計期間末の資産合計は3,746百万円となり、前連結会計年度末から85百万円 

   減少しております。主な内容としましては、現金及び預金が55百万円、受取手形及び売掛金が19百 

   万円減少しております。  

 （負債の状況）  

    当第１四半期連結会計期間末の負債合計は629百万円となり、前連結会計年度末から80百万円減 

   少しております。主な内容としましては、支払手形及び買掛金が46百万円、未払法人税等が16百万 

   円、役員賞与引当金が16百万円減少しております。  

 （純資産の状況）  

    当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は3,117百万円となり、前連結会計年度末から5百万円 

   減少しております。主な内容としましては、四半期純利益26百万円の計上と剰余金の配当35百万円 

   によるものであります。 

  

 (3)キャッシュ・フローの状況  

    当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、 

   以下の各キャッシュ・フロー状況とそれらの増減要因により、前連結会計年度末に比べて605百万 

   円減少し、当第１四半期連結会計期間末は、1,588百万円となりました。  

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

   営業活動の結果使用した資金は14百万円となりました（前年同四半期は148百万円の支出）。こ 

   れは主に税金等調整前四半期純利益の計上49百万円、売上債権の減少19百万円があったものの、仕 

   入債務の減少46百万円、法人税等の支払33百万円があったことによるものです。  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

    投資活動の結果使用した資金は557百万円となりました（前年同四半期は7百万円の支出）。これ 

   は主に定期預金の預入による支出550百万円、有形固定資産の取得による支出9百万円によるもので 

   す。  

  (財務活動によるキャッシュ・フロー）  

   財務活動の結果使用した資金は29百万円となりました（前年同四半期は29百万円の支出）。これ 

   は主に配当金の支払30百万円によるものであります。 

  

 (4)事業上及び財務上の対処すべき課題  

    当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な 

   変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

 (5)研究開発活動  

    当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は15百万円であります。  
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １．提出日現在の発行数には平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行 

     された株式数は含まれておりません。 

     ２．大阪証券取引所（ヘラクレス市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及びＮＥＯ市場と 

     ともに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪 

         証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 520,000 

計 520,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 142,468 142,468 
大阪証券取引所

（ヘラクレス市場）
単元株制度を採用していないた
め、単元株式数はありません。

計 142,468 142,468 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20、第280条ノ21及び会社法の規定に基づき発行した新株予約権は次のとお

りであります。  

①平成16年６月14日臨時株主総会決議 

 
（注）平成17年２月19日付の50株を１株とする株式併合、平成17年12月20日付の１株を２株とする株式分割及び平成

21年４月１日付の１株を４株とする株式分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時

の払込金額並びに新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されて

おります。 

  

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 345 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,760 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 14,113 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成26年６月13日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  14,113 
資本組入額 7,057 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」
という。）が、自己都合により辞職または退職した場
合には、新株予約権を行使できない。 
② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、
当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従
業員、その他これに準ずる地位にあることを要するも
のとする。 
③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であって
も、別途定める事由に基づく場合には、前項にかかわ
らず、新株予約権を行使することができるものとす
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要
する。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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②平成16年９月16日定時株主総会決議 

 
（注）平成17年２月19日付の50株を１株とする株式併合、平成17年12月20日付の１株を２株とする株式分割及び平成

21年４月１日付の１株を４株とする株式分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時

の払込金額並びに新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されて

おります。 

  

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 53

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 424

新株予約権の行使時の払込金額（円） 31,250

新株予約権の行使期間
自 平成17年３月１日 
至 平成26年９月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  31,250 
資本組入額  15,625

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」と
いう。）が、自己都合により辞職または退職した場合に
は、新株予約権を行使できない。 
② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当
社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業
員、その他これに準ずる地位にあることを要するものと
する。 
③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、
別途定める事由に基づく場合には、前項にかかわらず、
新株予約権を行使することができるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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③平成16年12月１日臨時株主総会決議 

 
（注）平成17年２月19日付の50株を１株とする株式併合、平成17年12月20日付の１株を２株とする株式分割及び平成

21年４月１日付の１株を４株とする株式分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時

の払込金額並びに新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されて

おります。 

  

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 216

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,728

新株予約権の行使時の払込金額（円） 31,250

新株予約権の行使期間
自 平成18年12月１日 
至 平成26年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  31,250 
資本組入額  15,625

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」と
いう。）が、自己都合により辞職または退職した場合に
は、新株予約権を行使できない。 
② 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当
社子会社または当社関連会社の取締役、監査役、従業
員、その他これに準ずる地位にあることを要するものと
する。 
③ 対象者が前述②の地位を喪失した場合であっても、
別途定める事由に基づく場合には、前項にかかわらず、
新株予約権を行使することができるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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④平成21年９月９日取締役会決議 

 
  

  

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個）
      ① 317

               ② 159 
               ③ 154

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
              ① 1,268
               ②   636  
               ③   616 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 36,708

新株予約権の行使期間
① 平成23年10月１日～平成29年９月30日 
② 平成25年10月１日～平成29年９月30日  
③ 平成27年10月１日～平成29年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  36,708 
資本組入額 18,354

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使す
る時に、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、
執行役、監査役、従業員その他これに準ずる地位として
取締役会が認める地位にあることを要する。但し、以下
の場合を除く。 
(ア)当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、執行 
   役若しくは監査役が、任期満了を理由に退任した場 
    合 
(イ)当社、当社子会社又は当社関連会社の従業員が、会 
    社の都合により転籍した場合 
(ウ)当社、当社子会社又は当社関連会社の従業員が、定 
    年退職した場合 
(エ)当社、当社子会社又は当社関連会社の従業員が、会 
    社都合または業務上の疾病により退職した場合 
(オ)その他取締役会にて新株予約権の行使を相当と認め 
    る場合

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

―
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 
  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
(注)  新株予約権の行使による増加であります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、オリックス株式会社から平成22年７月15日付で関東財務局長に提出

された大量保有報告書により平成22年７月８日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けており

ます。また株式会社インターネット総合研究所から所有する当社の株式85,272株の全てをオリックス株

式会社へ譲渡した旨の報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末における実質所有

株式数の確認ができておりません。 

 なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年６月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。 

① 【発行済株式】 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年７月１日～ 
平成22年９月30日 
(注) 

88 142,468 963 861,883 963 575,785 

氏名又は名称 住所 保有株券等の数(株) 株券等保有割合(%)

オリックス株式会社 東京都港区浜松町二丁目４番１号 85,272 59.89 

  平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,400 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 140,980 140,980 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 普通株式 142,380 ― ―

総株主の議決権 ― 140,980 ―
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② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 
（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所（ヘラクレス市場）におけるものであります。 

なお、大阪証券取引所（ヘラクレス市場）は、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開

設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタ

ンダード）に上場となっております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
  

  

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社ユビテック 

東京都品川区西五反田
一丁目18－９ 1,400 ― 1,400 0.98 

計 ― 1,400 ― 1,400 0.98 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
 ７月

 
 ８月

 
 ９月

最高(円) 52,800 49,000 42,700 

最低(円) 39,000 38,550 38,600 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第１四半

期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年

７月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ

監査法人となりました。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,218,661 2,273,929

受取手形及び売掛金 984,138 1,003,225

製品 44,966 18,132

仕掛品 40,490 37,092

原材料及び貯蔵品 73,569 82,344

繰延税金資産 35,280 41,114

その他 52,358 64,259

貸倒引当金 △511 △746

流動資産合計 3,448,955 3,519,351

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 58,672 57,806

減価償却累計額 △18,000 △16,235

建物及び構築物（純額） 40,671 41,570

工具、器具及び備品 340,039 335,239

減価償却累計額 △296,614 △292,979

工具、器具及び備品（純額） 43,424 42,260

有形固定資産合計 84,095 83,830

無形固定資産   

のれん 11,405 15,206

その他 15,497 17,169

無形固定資産合計 26,903 32,375

投資その他の資産   

投資有価証券 80,193 85,847

繰延税金資産 36,250 31,165

その他 69,853 79,566

投資その他の資産合計 186,297 196,578

固定資産合計 297,296 312,785

資産合計 3,746,251 3,832,137
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 394,194 441,025

未払金 51,896 65,238

未払法人税等 23,269 39,929

賞与引当金 11,464 2,870

役員賞与引当金 － 16,000

その他 82,053 78,539

流動負債合計 562,879 643,603

固定負債   

退職給付引当金 66,272 66,151

固定負債合計 66,272 66,151

負債合計 629,151 709,755

純資産の部   

株主資本   

資本金 861,883 860,919

資本剰余金 575,785 574,821

利益剰余金 1,737,044 1,745,531

自己株式 △75,474 △75,474

株主資本合計 3,099,238 3,105,797

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △11,382 △9,472

為替換算調整勘定 △2,984 △2,882

評価・換算差額等合計 △14,366 △12,354

新株予約権 15,603 12,002

少数株主持分 16,625 16,935

純資産合計 3,117,100 3,122,382

負債純資産合計 3,746,251 3,832,137
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 735,951 884,845

売上原価 627,935 659,063

売上総利益 108,016 225,781

販売費及び一般管理費 ※1  175,576 ※1  160,365

営業利益又は営業損失（△） △67,560 65,416

営業外収益   

受取利息 1,012 400

受取配当金 65 66

その他 569 798

営業外収益合計 1,647 1,265

営業外費用   

為替差損 2,070 8,037

投資事業組合運用損 734 812

その他 8 6

営業外費用合計 2,813 8,856

経常利益又は経常損失（△） △68,726 57,824

特別利益 － －

特別損失   

固定資産除却損 1,294 28

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,572

特別損失合計 1,294 8,600

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△70,020 49,224

法人税、住民税及び事業税 2,385 20,863

法人税等調整額 △18,470 1,895

法人税等合計 △16,084 22,759

少数株主損益調整前四半期純利益 － 26,465

少数株主損失（△） △788 △292

四半期純利益又は四半期純損失（△） △53,147 26,757
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△70,020 49,224

減価償却費 7,863 7,587

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,572

株式報酬費用 1,196 3,600

株式交付費 8 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △283 △235

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,752 8,597

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,125 △16,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,055 120

受取利息及び受取配当金 △1,078 △467

為替差損益（△は益） 1,045 4,245

投資事業組合運用損益（△は益） 734 812

固定資産除却損 1,294 28

のれん償却額 3,801 3,801

売上債権の増減額（△は増加） 128,730 19,087

たな卸資産の増減額（△は増加） △73,758 △21,458

仕入債務の増減額（△は減少） △59,742 △46,830

その他 △19,537 △1,872

小計 △83,174 18,820

利息及び配当金の受取額 102 456

法人税等の支払額 △80,820 △33,612

法人税等の還付額 15,872 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △148,020 △14,336

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △550,000

有形固定資産の取得による支出 △5,263 △9,359

無形固定資産の取得による支出 △5,382 －

敷金及び保証金の回収による収入 100 －

敷金及び保証金の差入による支出 △240 －

出資金の分配による収入 3,371 6,216

投資有価証券の取得による支出 △61 △4,443

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,474 △557,587

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 2,362 1,920

配当金の支払額 △31,957 △30,974

財務活動によるキャッシュ・フロー △29,594 △29,054

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,068 △4,289

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △186,158 △605,268

現金及び現金同等物の期首残高 1,876,107 2,193,802

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △36,781 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,653,168 ※1  1,588,534
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

【簡便な会計処理】 

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

  

項目
当第１四半期連結会計期間 

(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ1,205千円減少し、

税金等調整前四半期純利益は9,777千円減少しております。また、当

会計基準等の適用開始により、投資その他の資産の「その他」が

9,777千円減少しております。 

  

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 

項目
当第１四半期連結会計期間 

(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

１  棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定する方法によっております。  

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によ

っております。  

２  固定資産の減価償却費の算定方法  減価償却の方法として定率法を採用している場合に、連結会計年度

に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっておりま

す。  

３  繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以

降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと

認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっております。 

項目
当第１四半期連結会計期間 

(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

税金費用の計算  一部の連結子会社において、当第１四半期連結累計期間を含む連結

会計年度の税引前当期純利益に対する税効果適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法によっております。  
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【注記事項】 

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

   

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

   

(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第１四半期連結累計期間 

(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

   

２  自己株式に関する事項 

   

３  新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

   

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 
  

５  株主資本の著しい変動に関する事項 

  該当事項はありません。 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金  

  額は次のとおりであります。  

  役員報酬              29,070千円 

  給与手当              55,492千円  

  賞与引当金繰入額           2,223千円  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金  

  額は次のとおりであります。 

  役員報酬              27,420千円 

  給与手当              44,395千円 

  賞与引当金繰入額          1,593千円 

(自  平成21年７月１日 
前第１四半期連結累計期間

至  平成21年９月30日
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,653,168千円

現金及び現金同等物 1,653,168千円

 

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                 (平成22年９月30日現在)

現金及び預金勘定 2,218,661千円

預入期間３か月超の定期
預金 

△630,127千円

現金及び現金同等物 1,588,534千円

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 142,468 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,400 

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数（株）
当第１四半期

連結会計期間末残高 
(千円)

提出会社 － － 15,603 

連結子会社 － － －

合計 － 15,603 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年9月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 35,245 250 平成22年6月30日 平成22年９月27日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

   
 (注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。  
  
      ２．各区分の主な製品サービス  
  
       (1)電子機器事業  
  
         ・デジタル情報家電向け映像エンジンシステムの開発・生産業務  
  
         ・ＡＴＭ（オートテラーマシーン）や複写機に内蔵されている主要モジュールシステムの開発・生産業務  
  
         ・カーシェアリング車載システム等のサーバと端末のセットソリューションサービスの開発業務  
  
         ・上記テクノロジーを融合させた新技術の開発業務  
  
       (2)モバイル・ユビキタス事業  
  
         ・携帯電話端末評価業務  
  
         ・IPネットワーク（有線・無線）設計・構築・運用支援業務  
  
         ・次世代ネットワーキングテクノロジー「ＩＰｖ６」に関する技術開発業務  
  
         ・Web2.0テクノロジーを活用したWeb2.0ソリューション事業  
  
         ・組込み型ソフトウェアの受託開発およびシステム開発等の人材派遣  
  
         ・省エネ対応ソリューション開発  
  
  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90%を超えるため所在地別セグメント情報の  
 記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
  

  

 
電子機器事業 

  
(千円)

モバイル・ユビ
キタス事業 
(千円)

計
  

(千円)

消去又は全社 
  

(千円)

連結
  

(千円)

売上高  

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 314,907 421,043 735,951 ― 735,951 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 314,907 421,043 735,951 ― 735,951 

営業利益又は営業損失(△) △28,489 46,671 18,182 (85,742) △67,560
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【セグメント情報】 

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

当社は製品・サービス別のタスクを置き、各タスクおよび営業本部は取り扱う製品・サービスについて

国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社グループはタスクおよび子会社事業を基礎として集約した製品・サービス別セグメントか

ら構成されており、「電子機器事業」及び「モバイル・ユビキタス事業」の２つを報告セグメントとして

おります。 

報告セグメント別の主な製品サービスは次のとおりであります。 

 (1)電子機器事業 

・ＡＴＭ(オートテラーマシーン)や複写機に内蔵されている主要モジュールシステムの開発・生産業務  

・カーシェアリング車載システム等のサーバと端末のセットソリューションサービスの開発業務 

・上記テクノロジーを融合させた新技術の開発業務  

 (2)モバイル・ユビキタス事業 

・携帯電話端末評価業務  

・IPネットワーク（有線・無線）設計・構築・運用支援業務  

・次世代ネットワーキングテクノロジー「ＩＰｖ６」に関する技術開発業務  

・Web2.0テクノロジーを活用したWeb2.0ソリューション事業  

・組込み型ソフトウェアの受託開発およびシステム開発等の人材派遣  

・省エネ対応ソリューション開発 
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注)１．セグメント利益の調整額△89,085千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△89,085千円であり

 ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  
(金融商品関係) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して  
  著しい変動がありません。 

  
(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して  
  著しい変動がありません。 

  
(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  
(ストック・オプション等関係) 

   当第１四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

     ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  3,600千円 

  
(資産除去債務関係) 

資産除去債務の当第１四半期会計期間末の残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が
ありません。  

  

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額 
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２電子機器事業

モバイル・ユビ
キタス事業

計

売上高   

  外部顧客への売上高 502,669 382,176 884,845 － 884,845 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

－ － － － －

計 502,669 382,176 884,845 － 884,845 

セグメント利益 120,695 33,805 154,501 △89,085 65,416 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  
２  １株当たり四半期純利益金額等 

第１四半期連結累計期間 

 
  (注) １．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

    ものの１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。 

     ２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年６月30日)

 
 21,867.98円

  
21,942.43円

項目
当第１四半期
連結会計期間末 

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年６月30日)

純資産の部の合計額（千円） 3,117,100 3,122,382 
 純資産の部の合計額から控除する金額
  （千円） 32,228 28,938 

   (うち少数株主持分) (16,625) (16,935) 

   (うち新株予約権） (15,603) (12,002) 

 普通株式に係る期末の純資産額（千円） 3,084,871 3,093,443 

 普通株式の発行済株式数（株） 142,468 142,380 

 普通株式の自己株式数（株） 1,400 1,400 

 1株当たりの純資産額の算定に用いられ
 た期末の普通株式の数（株） 141,068 140,980 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失 △379.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
 

１株当たり四半期純利益金額 189.79円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 185.93円

項目 (自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額  

 四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
 期純損失（△）(千円) 

△53,147 26,757 

 普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
 （△）(千円) 

△53,147 26,757 

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式の期中平均株式数(株) 140,125 140,989 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

 四半期純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加数(株) － 2,923 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年11月11日

株式会社ユビテック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユビテックの平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユビテック及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    笛木  忠男     印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    佐藤  由紀雄    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年11月11日

株式会社ユビテック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユビテックの平成22年７月１日から平成23年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年７月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユビテック及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    笛木  忠男    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    佐藤  由紀雄    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 株式会社ユビテック 

【英訳名】 Ubiteq,INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 荻野 司 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役管理本部長 明石 直人 

【本店の所在の場所】 東京都品川区西五反田一丁目18番９号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長 荻野司及び常務取締役管理本部長 明石直人は、当社の第35期第１四半期(自

平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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